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はじめに
経営効率化は企業にとって永続的に取り組むべき課題であり、当社も全社⼀丸となって取り組んでおります。
具体的には、効率的な設備投資、設備の運⽤および保全の効率化、燃料の安定調達と燃料費の低減、離島コストの低減、業

務運営の効率化の取り組み等を推進しております。
2022年度は、ウクライナ情勢による資源価格の⾼騰および為替レートの円安の進⾏により、収⽀が急激に悪化することが⾒込ま

れていたことから、当社最⼤の使命である電⼒の安定供給を継続していくためにも、経営合理化の徹底を前提に、2023年6月から
電気料⾦の値上げを実施いたしました。電気料⾦の値上げにあたり、従前の経営効率化の取り組みに加え、「緊急経営対策委員
会」を設置してあらゆる収⽀対策を検討・実施した結果、73億円程度の効率化を達成しました。
今般の料⾦改定には、最⼤限の経営効率化を織り込んでおりましたが、料⾦審査においてさらなるコスト削減を求められました。こ

のようななか、当社としてはこれまで以上に徹底した効率化に努めてまいります。今後とも当社事業に⼀層のご理解を賜りますようお
願い申し上げます。
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I． 2022年度の経営効率化の取り組みについて
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（１）2022年度の効率化実績の概要

項目 内容 効率化額

人 件 費
・⽀店業務および要員の⼀部を集約化
・未収料⾦の回収業務の外部委託化による人件費の低減
★常勤の取締役および執⾏役員の報酬を最⼤２０％削減 等

▲5

燃 料 費
他 社 購 ⼊ 電 ⼒ 料

・吉の浦⽕⼒（LNG）の運⽤による電源多様化
・⽯川⽕⼒発電所の離島燃料油配送拠点化
★⽯炭の価格決定時期の分散化や先物価格をベースとした固定価格での購⼊等による燃料費低減
★⽯炭⽕⼒運⽤の⾒直し 等

▲43

修 繕 費
・ボイラ⾃主点検の⾒直し
★安定供給を前提に、設備の劣化診断の結果を踏まえ修繕⼯事を抑制、点検周期を延伸化
★修繕⼯事の内容および費⽤の精査を従前以上に強化 等

▲17

そ の 他

・環境モニタリング調査内容の⾒直しによる委託費の低減
★⽀店業務の集約化に伴う賃借⾯積の⾒直し
★社内外業務のデジタル化により「おきでんＤＸ」を強⼒に推進し「攻めの効率化」を加速
★常駐での現場対応を遠隔監視化することなどにより業務運営を合理化
★システム開発等で緊急性の低いものについては実施時期を再考
★グループ資⾦の有効活⽤による⽀払利息の低減 等

▲8

合 計 ▲73

 2022年度は、資源価格の⾼騰および為替レートの円安の進⾏に伴い、当社の収⽀状況の急激な悪化が⾒込まれたこと
から、従前の経営効率化の取り組みに加え、「緊急経営対策委員会」を設置し、緊急的な収⽀対策も実施した結果、合
計で▲73億円程度の効率化を達成しました。

（億円）【効率化額の内訳】 ★は緊急経営対策委員会の施策。

内容 効率化額
★保有資産（不動産・政策保有株式等）、社宅・厚⽣施設の売却 ▲16.2

【参考】資⾦⾯の緊急的な収⽀対策



（２）効率的な設備投資
当社は、安定供給の確保を前提に、経済性・環境対策の同時達成を図りながら、⾃然災害に強い設備形成に努めており

ます。
 2022年度の設備投資額は、計画値485億円に対し386億円となりました。
 2023年度の設備投資額は445億円となる⾒込みです。新規電源開発や⾼経年設備の取替、台⾵時における更なる早

期復旧に向けた設備投資等を⾒込む中、設計、契約、施⼯の各段階におけるコスト低減に努めてまいります。また、設備
計画の精度向上を図るとともに、収益性を評価した設備更新など、戦略的な設備投資によりトータルコストの低減を図りま
す。

【主要施策】
◆設計・仕様・⼯法の精査や発注⽅法の⾒直しによる⼯事費の低減。
◆除却・取替⼯事からの資材流⽤等による⼯事費の低減。
◆⾃然災害への備えに⼗分留意した効率的な設備の構築。

≪設備投資額の推移≫≪設備投資額の推移≫
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（３）設備の運⽤および保全の効率化（1/4）
安定供給の確保を前提に徹底したコスト低減を推進し、設備の効率的運⽤および保全の効率化に努めております。
 2022年度については、安定供給とコスト低減の両⽴に向けて、合理的な補修⽅法を検討し、点検周期、数量、単価、発

注⽅法の⾒直し等の効率的な運⽤に努めました。
新たな取り組みとして、発電設備においてメーカーの供給が終了となっている部品について、調達の⼯夫により海外市場から

⼊⼿することが出来ました。それにより補修が可能となり設備更新の延伸につながりました。
今年度も、⻑期的な視点から保守・修繕にかかる費⽤を検討し、トータルコストが最⼩となる施策を⾏うことで、修繕費等を

抑制してまいります｡
【主要施策】
◆定期点検内容を精査し、⼯期を短縮することによるコストの低減。
◆設計・数量・単価等を精査することによるコストの低減。
◆既設設備の延命化および除却・取替⼯事からの資材流⽤等によるコストの低減。
◆低灰分炭である亜瀝⻘炭の継続利⽤による⽯炭灰の発⽣抑制や、⽯炭灰有効利⽤による環境負荷の軽減。

≪発電所のタービン更新⼯事≫≪発電所のタービン更新⼯事≫
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≪変電所の断路器点検≫≪変電所の断路器点検≫



 従来、12年に1回の周期で内部点検を実施しておりましたが、過去の点検結果や専門機関の研究報告書等から安定
供給への⽀障がないことを確認した上で、点検基準を期間周期から開閉回数への管理に⾒直しました。

 具体的には、同装置の事故遮断回数10回または負荷電流開閉回数2,000回となった場合に同装置の内部点検を実
施することで、点検費⽤の効率化を図っております。

 2022年度においては、⾒直し前の点検基準では36台の遮断器が内部点検の対象となるところ、⾒直し後の点検基準
では対象が1台となったため、35台分の点検費⽤が効率化できました。

（３）設備の運⽤および保全の効率化（2/4）
≪事例≫ ガス遮断器の内部点検頻度の⾒直し

（⾒直し前）
点検基準︓12年に1回
⇒2022年度の点検対象台数︓36台

（⾒直し後）
点検基準︓事故遮断開閉回数10回

または、負荷電流開閉回数︓2,000回に達した場合
⇒2022年度の点検対象台数︓1台（基準⾒直しにより▲35台）

【ガス遮断器の内部点検状況】 接続部周り

接続部
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過去の点検結果等から
安定供給に⽀障がない

ことを確認した上で
点検基準を⾒直し



【従来】
 発電設備においては、ボイラは1回/2年、蒸気タービンは1回/4年の周期で法定点検があり、これらの周期を基に定期点

検計画を⽴案しておりました。
【改善内容】
 法改正により事業者の保安⼒に応じて法定点検周期の延伸が可能となったことを受け、吉の浦、具志川、⾦武の3発電

所において認定（システムS）を取得し、ボイラ・蒸気タービンの法定点検周期は最⼤6年に延伸が可能となりました※。
 法定点検周期の延伸により、設備の信頼性を維持した上で柔軟な⾃主点検計画の⽴案が可能となり、点検周期の最

適化による安定供給とコスト低減の両⽴を図っております。

（３）設備の運⽤および保全の効率化（3/4）
≪事例≫ 発電設備の定期点検周期⾒直し

≪発電設備（ボイラ/蒸気タービン法定点検の周期）≫≪発電設備（ボイラ/蒸気タービン法定点検の周期）≫

０ １ ２ ３ ４ ５ ６

ボイラ
（2年） 法定 法定 法定 法定

蒸気タービン
（4年） 法定 法定

システムS
(最⼤6年) 法定 (柔軟な⾃主点検計画の⽴案) 法定

⽇常的な体制、運転管理、点検⽅法といった「事業者の保安⼒」
を審査し、評価に応じて検査時期を延伸する仕組みが導⼊された。

※定期安全管理検査制度の改正
周期

年

認定の
分類 概 要

システムS ボイラ・蒸気タービンの法定点検を最⼤6年へ延伸
（主な要件︓⾼度な運転管理）

システムA ボイラの法定点検を最⼤4年へ延伸
（主な要件︓保守管理体制）

システムB ボイラ/蒸気タービンの法定点検は2年/4年
（従前と同様）
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（３）設備の運⽤および保全の効率化（4/4）
≪事例≫ 発電所へのIoT基盤（データ管理システム）活⽤によるシステム合理化

データ管理システムデータ管理システム

 発電設備の運転データを⻑期保存し、⼀元的な管理により、運転状態の可視化やデータ分析などを⽀援するIoT 基盤
（データ管理システム）を導⼊しました。

 運⽤保守点検の⾼度化により、更なる安定供給の実現、業務効率化、電⼦化・⾃動化を推進しています。
 データ管理システムの導⼊により、従来使⽤していた本島内発電状況を確認するための専⽤システムの更新が不要とな

り、更新費⽤及び維持管理費⽤の低減となりました。

IoT基盤（データ管理システム）IoT基盤（データ管理システム）

ボイラ タービン 発電機 ・・・ 燃料設備

収集した時系列プラントデータ

《プラントデータ》

収集・解析・配信
（専⽤システム）
収集・解析・配信
（専⽤システム）出

⼒
情
報

集
約
情
報

専⽤システムの
更新不要に
専⽤システムの
更新不要に

収集したデータから出⼒データを抽出し、
⼀覧表示画⾯を構築
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従来の専⽤システム従来の専⽤システム

時系列グラフ化表⽰
など運⽤の⾼度化
時系列グラフ化表⽰
など運⽤の⾼度化

データ管理システム活⽤
による効率化の事例



 2022年度は、世界的な燃料価格⾼騰の影響により当社の燃料費は⼤幅に増加しました。2023年に⼊り、燃料価格は
下落しているものの、今後の動向は不透明な状況にあります。

そのような厳しい状況においても、当社は引き続き燃料の安定調達を基本としつつ、燃料調達における経済性の追求に努め
ていきます。

 2022年度については、⽯炭価格の急騰がありましたが、LNG⽕⼒発電所の導⼊で電源多様化を進めてきたことが寄与し、
燃料費の増加を⼀部抑制することに繋がりました。また、例年同様、年間契約の競争⾒積による重油調達コストの低減、
輸送コストも含め安価な亜瀝⻘炭の継続利⽤等、燃料費の低減に努めました。

今年度も、引き続き燃料油、⽯炭、ＬＮＧの安定調達と燃料費の低減に向けた施策に取り組んでまいります。
【主要施策】
◆燃料需給ひっ迫等に備えたリスクマネジメント
（需要変動に対して機動的な調達を可能とするスキームの構築、⾮常災害時における燃料供給体制の確⽴など）
◆⽯炭の調達先拡⼤に向けた取り組み
◆効率的なLNG配船の実施による燃料費低減
◆離島における燃料費低減に向けた着実な取り組み

（４）燃料の安定調達と燃料費の低減

主要施策の新たな事例主要施策の新たな事例
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・2022年度は、⽯炭価格の決定時期分散化に加え、価格
固定化オプションの活⽤等による燃料費の抑制を図りました。

・今年度においては、これまで調達してきた豪州、インドネシア、
北⽶に加えて、南アフリカからも調達し、更なる調達ソースの
分散化等、燃料費低減に向けた施策を検討、実施します。

南アフリカ

インドネシア

豪州

北⽶



（５）離島コストの低減

≪ 廃油再⽣装置による廃油の燃料転換≫
【石垣第二発電所】

≪ 廃油再⽣装置による廃油の燃料転換≫
【石垣第二発電所】

離島における電気事業は、広⼤な海域に点在する島嶼性と規模の狭⼩性という課題により、⾼コスト構造となっております。
このような状況を改善するため、定期点検延伸による修繕費の低減、廃油再⽣装置による廃油の燃料転換、既設再エネ
設備の利⽤率向上による燃料消費量の低減等、様々なコスト低減策を実施することにより、離島運営の効率化に取り組
んでおります。

 2022年度においても、これらの諸施策を継続的に実施することで、コスト低減に努めました。今年度もこれまでの取り組みを
継続しつつ、新たな取り組みに向けて検討を⾏い、更なるコスト低減に努めてまいります。

【主要施策】
◆⼩規模離島における既設再⽣可能エネルギー設備の利⽤率向上への取り組み。
◆設備更新に伴う内燃⼒発電機⾼効率化による燃料消費量の低減。
◆廃油再⽣装置による廃油の燃料転換。
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≪ 可倒式⾵⼒設備 ≫
【波照間島】

≪ 可倒式⾵⼒設備 ≫
【波照間島】



（６）業務運営の効率化（1/6）

 2019年3月に「調達改⾰ロードマップ」を定め、仕様統⼀化・調達の⼯夫を通じてさらなる効率化を⽬指しており、仕様
統⼀化については、2019年度末までに完了しました。

 現在、電⼒⼤による共同調達の実施を含め、新規取引先開拓等、設定した評価指標の達成に努めており、引き続き、
調達の⼯夫を通じてさらなる効率化に取り組んでまいります。

調達改革ロードマップ 取り組み・進捗状況①

対象品目 取組状況

架空送電線
（ACSR/AC)

 各社の現状仕様を把握し、ACSRとACSR/ACの設計上のスペック比較によりACSR/AC
へ統⼀することで不具合がないか検証を実施し、全電⼒⼤で調整が完了した。

 2019年度末までに全電⼒⼤で標準的な仕様としての⼿続きが完了。

ガス遮断器・
真空遮断器

（66kV/77kV)

 各社の現状仕様を把握し、本体はJEC等の規格に準拠済を確認、ブッシング含め付帯的
な部分の仕様を全電⼒⼤で統⼀の調整が完了した。

 2019年度末までに全電⼒⼤で標準的な仕様としての⼿続きが完了。
 電⼒⼤で共同調達を実施済み。
 新設のみならず、設備更新の機会を捉えて、既設についても新仕様で対応していく。
 上位電圧についても、仕様統⼀に向けて検討を実施中。
 ガス遮断器に加え、真空遮断器を対象品⽬に追加した共同調達を2022年度実施。

地中ケーブル
（6kVCVT）

 各社の現状仕様を把握し、必要機能の最適化を図るとともに、製造コストの低減を⽬的
にメーカー要望の規格反映を協議し、統⼀することで不具合がないか検証を実施し、全電
⼒⼤で調整が完了した。

 2019年度末までに全電⼒⼤で標準的な仕様としての⼿続きが完了。
 電⼒⼤で共同調達を実施済み。
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（６）業務運営の効率化（2/6）

 「調達改⾰ロードマップ」において設定した2022年度の⽬標値の達成に向け取り組んできました。
 調達の⼯夫に係る各施策についても、他電⼒との共同調達など着実に取り組み、調達の⼯夫を通じて更なる効率化に

向けて取り組んでまいります。

調達改革ロードマップ 取り組み・進捗状況②
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項⽬
2022年度（実績）

架 空
送電線 遮断器 地 中

ケーブル

施
策
実
施
率
の
詳
細

新規取引先開拓 実施 実施 実施

まとめ発注 実施困難※ 実施 実施

早期発注 実施困難※ 実施 実施

シェア配分競争 実施 実施 実施

コスト低減提案の募集 実施 実施 実施

複数年契約 実施困難※ 実施 実施

項⽬
2022年度（実績）※ 2022年度（⽬標値）

架 空
送電線 遮断器 地 中

ケーブル
架 空
送電線 遮断器 地 中

ケーブル

仕様統⼀化品調達割合 100％ 100% 100% 100％ 100% 100%

競争発注比率 100％ 100% 100% 100％ 100% 100%

取引先数
（ ）内は新規取引先数（内数）

4社
(－)

6社
(－)

6社
(－) 4社 6社 5社

調達の⼯夫に係る施策実施率 50%
(3/6)

100%
(6/6)

100%
(6/6) 100％ 100% 100%

※仕様統⼀化品調達割合、競争発注比率、
取引先数は⽬標を達成

※当社は、架空送電線について他電⼒との共同調達の対象線種の購⼊が
ほとんど無い為、共同調達ではなく個社調達をしている。まとめ発注、早期
発注、複数年契約については個社調達では施策の実施が困難となってい
る。



 おきでんDXとは、人財とデジタル技術等を活⽤したビジネス刷新です。『攻めの効率化』を積極的に⾏いながら、『更なる
安定供給』に努め、『トップラインの拡⼤』につなげる取組みを通じてステークホルダーに新たな価値を創出してまいります。

（６）業務運営の効率化（3/6）
沖縄電⼒におけるDX推進に向けた取り組み 『おきでんDX』
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 事業基盤の強化につながる情報基盤「ゼロトラスト環境」を導⼊しました。
 ゼロトラスト環境を通して、社内・社外での更なる業務効率化と、新たな価値サービスの創出を加速させるとともに、チャレン

ジマインドへの転換やスピード経営の推進につなげてまいります。

（６）業務運営の効率化（4/6）
≪事例≫ 「ゼロトラスト環境」の導⼊による業務効率化
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• ゼロトラストにより、快適なビジネスワークやクラウド活⽤等を実現し、全社的な業務効率化や事業基盤強化を期待できます。
事業基盤強化につながる情報基盤「ゼロトラスト環境」の導⼊



（６）業務運営の効率化（5/6）

 当社は2009年以降、⽀店・営業所単位で⾏ってきた業務を集中化し、また業務の⼀部を委託化することにより人材の
有効活⽤と業務の効率化に努めてきました。

 また、組織・事業所の統廃合を進めることで業務運営の効率化と体制強化を図ってきました。

業務の集中化・委託化 および 組織・事業所の統廃合
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取り組み内容 年度 概要

業務の集中
化・委託化

料⾦業務の集中化・委託化 2021
2022 ⽀店・営業所における料⾦事務処理業務を集約し、同業務を委託化

ネットワーク受付センター設置

2022

⽀店・営業所における供給・購⼊受付業務を集中化

⽀店総務業務の集中化 ⽀店・営業所における総務関連業務を集中化

検針・異動業務の集中化 ⽀店・営業所における検針・異動業務のうち現場対応を伴わない受付
業務等を集中化

配電業務の集中化・委託化 ⽀店・営業所における配電関連の共通業務を集約するとともに、配電
設備の設計業務を委託化

故障委託契約⽅法の⾒直
し

各⽀店にて個別に契約していた故障委託契約を、本島⼀括で契約し、
当直要員数を⼤括り化することで委託費を低減

組織・事業
所の統廃合

電⼒流通部組織の再編 電⼒流通部の中央電⼒所組織を関連するグループへ統合・再編し、効
率化と体制強化を図る（2所11グループを1所9グループへ再編）。

沖縄本島⽀店の再編 本島各⽀店を2グループ制から1グループ制とし、4⽀店1営業所を3⽀
店に再編することで、効率化と体制強化を図る。



（６）業務運営の効率化（6/6）
≪事例≫当直指令業務の拠点集中化

 夜間や祝⽇といった通常業務以外の時間帯における供給⽀障事故等に対応するため、これまでは、各⽀店で拠点毎に
要員を配置し、管轄エリアの事故対応および⼯事⼿配を⾏っておりました。

 配電⾃動化システムに他⽀店分の監視･制御機能を実装し、また、スマートフォンを活⽤した⼯事⼿配などが可能となっ
たことで、本島内４拠点で実施していた当直指令業務を1拠点化することができ、当直業務の負担軽減と人件費などの
コスト低減につながりました。

 2023年度は、さらに離島を含めた当直指令業務の１拠点化に取り組みます。

エリア

エリア

エリア

エリア

︓管轄エリア

︓⼿配

︓⼿配

⾒直し前(４拠点) ⾒直し後(本島1拠点化)
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当直指令拠点
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Ⅱ． 料⾦改定における経営効率化の内容について
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項⽬ 2023〜2025平均 主な内容

人 件 費 ▲ 25
（▲ 4）

・審査要領等を踏まえた役員給与・社員給与⽔準の引き下げ
・給料⼿当について、賃上げ分を原価不算⼊
・健康保険料の事業主負担割合の⾒直し等による厚⽣費の低減 等

燃 料 費
他社購⼊電⼒料

▲ 168
（▲ 71）

・調達⽅法、調達先の多様化による燃料費の低減
・発電単価を考慮したLNG・⽯炭機の運⽤効率化等による燃料費の低減
・トップランナー査定による燃料調達価格の低減 等

修 繕 費 ▲ 13
（▲ 6）

・点検周期、設計・数量・単価等の精査によるコスト低減
・効率化係数の適⽤ 等

減 価 償 却 費 ▲ 2
（▲ 1）

・設計・仕様・⼯法の精査、発注⽅法の⾒直し
・予備品等の⼀部設備の原価織り込み額修正および効率化係数適⽤による低減 等

そ の 他 ▲ 25
（▲ 15）

・⽀出項⽬の精査・厳選や契約内容の⾒直し等による普及開発関係費、委託費、諸費、賃借
料の削減

・効率化係数の適⽤ 等

合 計 ▲ 233
（▲ 97）

⼩売料⾦改定における経営効率化の内容
 ウクライナ情勢による資源価格の⾼騰および為替レートの円安の進⾏により、燃料費調整額の算定に⽤いる平均燃料価

格が調整の上限価格を⼤幅に超過した状況が継続し、この上限超過分が累積的に拡⼤したことにより、2022年度は
502億円の経常損失となりました。

 こうした状況に対処するため、苦渋の決断ではありますが、経営合理化の徹底を前提に電気料⾦の値上げを申請し、
2023年6月から実施いたしました。新たな電気料⾦には、2023〜2025年度の3ヵ年平均で▲233億円のコスト削減を
反映し、値上げ幅を最⼤限抑制しております。

【効率化額の内訳】 （ ）内は料⾦審査における査定額を再掲 （億円）
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項⽬ 2023〜2027平均 主な内容

O P E X
（ 人 件 費 、 委 託 費 等 の 事 業 経 費 ）

▲15
（▲14）

・当直指令業務の拠点集中化による業務軽減
・システム化による業務削減 等

C A P E X
（ 修 繕 費 等 の 設 備 投 資 的 費 ⽤ ）

▲5
（▲1）

・設備点検などの周期⾒直し
・競争発注等による調達コスト低減
・設備仕様（電柱の部材など）の⾒直し 等

次 世 代 投 資 ▲2
（▲2） ・次世代スマメの単価・台数を他社比較にて査定

そ の 他 費 ⽤ ・ 収 益 ▲11
（▲3）

・離島燃料油配送拠点化による燃料費低減
・各種契約（社屋の賃借料など）の⾒直し 等

制 御 不 能 費 ⽤
（減価償却費（既存）、公租公課等）

▲1
（▲1） ・査定に伴う収⼊の⾒通しの減少による事業税の減

事 後 検 証 費 ⽤
（ 調 整 ⼒ 、 災 害 復 旧 費 ⽤ 等 ）

▲14
（－）

・電源Ｉ調整⼒必要量の⾒直し
・調整⼒運⽤（GF運転台数）の⾒直し 等

そ の 他 ▲1
（▲1）

合 計 ▲50
（▲ 23）

託送料⾦改定における経営効率化の内容
 ⼀般送配電事業者に必要な設備投資の着実な実施とコスト効率化を促す観点から、 2023年4月に新しい託送料⾦制

度（レベニューキャップ制度）が導⼊されました。
 今後の再エネ主⼒電源化やレジリエンス強化に向けた設備投資の増加等により、託送原価は増加しているものの、新たな託

送料⾦には、2023〜2027年度の5ヵ年平均で▲50億円のコスト削減を反映し、値上げ幅を最⼤限抑制しております。

【効率化額の内訳】 （ ）内は料⾦審査における査定額を再掲 （億円）


